2016年12月4日～8日　時事通信のみ
南スーダン、沖縄、日米関係、安倍真珠湾訪問、政局
南スーダンに和平促す＝岸田外相
　岸田文雄外相は７日、南スーダンのキール大統領と電話で会談し、和平合意の着実な履行と、国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）を含む国連への全面協力を求めた。キール氏は「平和の実現に最大限努める。期待を裏切るようなことはない」と応じた。（時事通信2016/12/07-22:09）
駆け付け警護、弔慰金９千万円＝手当も加算－南スーダンＰＫＯ
　政府は６日午前の閣議で、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣した陸上自衛隊部隊の隊員が新任務「駆け付け警護」を実施した場合、１日８０００円の手当を追加支給することを決めた。これと併せ、同任務中の死亡・傷害などに対して支払われる賞じゅつ金（弔慰金）についても、３０００万円を上乗せして最高９０００万円とする。
　安全保障関連法に基づき、南スーダン派遣部隊は１２日から駆け付け警護の任務が可能となる。現在、派遣隊員には１日１万６０００円の手当が支給されているが、実際に任務を遂行した場合に８０００円が加算され、総額２万４０００円となる。イラク復興支援活動と同額だ。（時事通信2016/12/06-11:53）
南スーダン派遣隊を悩ます「2つの指揮系統」
フォーサイト-新潮社ニュースマガジン　林　吉永


南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊第１１次隊の隊員＝2016年11月19日、青森市の陸自青森駐屯地【時事通信社】


　さる11月18日、南スーダンにおけるPKO（国連平和維持活動）第11次派遣隊に対して「駆けつけ警護（国連やNGO職員、他国軍の兵士などが武装集団や暴徒などに襲われた際、救助・救援・警護の要請を受け、陸自隊員が現場に急行し、防護あるいは救出する任務）」および「共同防護（PKOの宿営地を他国隊と連携して防護する任務）」が発令された。
　政策も陸自施設隊も、もう後戻りできない。しかも、派遣された陸自隊員は、現地の民間人や他国派遣隊の隊員の目に「陸軍工兵隊の軍人」と映る。彼等には、陸自隊員が「軍人」ではなく特別職の国家公務員であることなど分からない。
日本とUNMISS
　陸自施設隊は、道路整備、敷地造成、給水、医療などの活動を行っている。日本の法制に基づいた自衛隊の指揮系統が存在する一方、PKOを統括しているのは「国連南スーダン共和国ミッション（UNMISS＝United Nations Mission in the Republic of South Sudan）」（国連安保理決議第1996号）である。2011年、南スーダン独立時に設立された組織であるUNMISSは、国連事務総長特別代表の下、司令部（派遣自衛官が勤務）および軍事部門で組織され、軍事司令官は、実働部隊（陸自施設隊および他国隊）を指揮する。従って、陸自施設隊には事実上、日本およびUNMISSの2つの指揮系統から「活動業務のオーダー」が流れることになる。【「防衛省統合幕僚監部ホームページ」参照】
　現地では、7月に激しい戦闘が発生し、対処が不適切だった軍事司令官は更迭され、UNMISSの防護体制強化が行われた。10月には、首都ジュバ近郊でトラックに乗った女性や子供を含む民間人20人以上が殺害される事案が発生し、しかも国連の立ち入りが拒否されている。
「作戦に加われないジレンマ」


国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、南スーダンの首都ジュバの空港に到着した陸上自衛隊第１１次隊の先発隊員ら＝2016年11月21日【ＡＦＰ＝時事】

　ここでその状況を推察してみる。南スーダンでは、各国から派遣されたPKO部隊が「UNMISS軍事司令官指揮下の行動」を取ることが軍事的合理性を共有することであり、原則である。従って軍事司令官は、各国派遣隊に「脅威となっている勢力」に対する共同防護の態勢アップを指令したに違いない。おそらくは、指揮官を一堂に集め、持ち場と役割を付与し、ROE（Rules of Engagement：武器使用に関わる指示）の徹底も図られただろう。
　この時点で陸自施設隊は、作戦に加われないジレンマに陥ったのではないだろうか。本来任務に治安活動は含まれていない。また、日本のシビリアン・コントロールでは、「武器の使用」が「正当防衛・緊急避難」に限られていた。従って、UNMISSの作戦会議、「オーダー」付与の場で陸自施設隊長は、「武器の使用を伴う共同防護」に参加できない旨を申し出なければならなかったことが想像できる。
　当然、この場では、日本以外の各国指揮官が、普通の軍隊では有り得ない「日本の戦闘拒否」に対してブーイングを発してもおかしくはない。加えて、同一の地域に駐留する「日本国独特の事情を知らない」他国の隊員からは、非難だけではなく嘲笑も浴びせられたであろう。
自衛隊現地指揮官への責任転嫁


宿営地の共同防護訓練で、他国軍の協力に駆けつける陸上自衛隊員＝2016年10月24日、岩手県滝沢市【時事通信社】

　本文脈においては、「駆けつけ警護」および「共同防護」の行動が、陸自派遣隊を「ジレンマ」や「恥辱」から解放するだろう。しかし、安保法制は、事態に遭遇した隊員たちのタイムリーで的確な法的理解・判断、行動を阻害しかねない条文で綴られ、「武器の使用」に不安を覚えさせる。しかも、2つの指揮系統が存在する難解な日本の立場は、「日本隊運用に関わる問題」を発生させる恐れを払拭できない。
　たとえば、「国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律」では、「（宿営地に所在する者を含めて）自己の管理の下に入った者の生命または身体を防護するためやむを得ない必要があると認める相当の理由がある場合には、その事態に応じ合理的に必要と判断される限度で、当該小型武器を使用することができる」（第25条１）としているが、我が国の派遣部隊が主体の記述で、現地国連指揮官との関係が見られない。
　特に「共同防護」における2つの指揮系統は、UNMISS軍事司令官が一元的に行うであろう指揮活動を日本の都合で混乱させる元となる。「合理的に必要と判断される限度」に関わる解釈の相違はその1例である。「一般的に言う合理性」は「先制攻撃」など「軍人が勝つために殺戮・破壊を含むあらゆる手段を考慮する軍事的合理性」と異なる。後者を常識とする他国部隊と前者を採る日本との間で、「先制」か「遅れをとる」かの違いが発生するなどはその代表である。
　従って、「共同防護」（第25条7）に言う「外国の軍隊の部隊の要員と共同して武器の使用をする」局面で、「合法性


宿営地の共同防護訓練をする陸上自衛隊員。ブルーヘルメットを着けているのは他国軍兵士役の隊員＝2016年10月24日、岩手県滝沢市【時事通信社】

と軍事的合理性の接点」を示す「ROEの徹底」について、「本法制」に基づくのか、「UNMISS軍事司令官の命令」なのか、重大な齟齬が危惧され、深刻で悩ましい状況判断・決心・責任を、自衛隊現地指揮官に転嫁してしまうのである。
　その指揮官について、「国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律」においては、「当該現場に上官が在るときは、その命令によらなければならない」（第11条2）と規定されているのだが、「上官」は、現地陸自指揮官を言っており、国連の指揮官については読み取れない。
シビリアンの責任は？


南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊第１１次隊の壮行会で、栄誉礼を受ける稲田朋美防衛相＝2016年11月19日、青森市の陸自青森駐屯地【時事通信社】

　「自衛隊法第84条の3」（在外邦人等の保護措置）に、国連派遣団が存在する場合は、「国連総会又は安保理決議によって設置された現地当局の同意があり、かつ連携・協力の確保が見込まれること」とされているが「指揮系統」については触れてない。それどころか、「武器の使用」を伴うこの活動は、防衛大臣経由で内閣総理大臣の承認を要し、現場の急に間に合うか疑問を残している。
　陸自派遣隊員は、安保法制はもとより国際法など必須の知見を習得、訓練を行ったと報道された。しかし、「法律上の用語・文脈」は、忠実に行動しようとすればするほど「とっさの判断・決心」に供し難く、判断が逡巡、硬直に陥る不安を掻き立てられる。
　「命のまま任務を全うする」に徹する隊員たちは、新任務の「駆けつけ警護」「共同防護」における「武器の使用」の機微に悩むであろう。しかし、陸自派遣隊指揮官は、2つの指揮系統下に在って、「部下に責任を押し付けず、自ら命を下し、一身に責を負う」覚悟を決めているに違いない。残念ながら、ここに至ってもシビリアン・コントロールが負う責任の姿は見えない。
思いやり予算に「満足」＝米国防長官


カーター米国防長官＝１１月２８日、ワシントン（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】カーター米国防長官は５日、日本へ向かう専用機内で、在日米軍駐留経費の日本側負担（思いやり予算）の額について「われわれは満足している」と述べた。大統領選で、思いやり予算の負担増を求める発言を繰り返してきたトランプ次期大統領に対し、「増額は不要」というメッセージを発した形だ。
【特集】沖縄を「台湾化」させる「辺野古」問題
　日本政府は、米軍が負担すべき基地の光熱費や人件費などの思いやり予算約１９００億円のほか、基地周辺の環境対策費などを加え、今年度は総額で約７６００億円を支出している。　
　カーター長官は、自衛隊と米軍の協力範囲を大幅に拡大した日米防衛協力の指針（ガイドライン）の再改定に言及し、「日本との同盟関係はかつてなく強まっている」と強調した。（時事通信2016/12/06-12:52）
新政権に同盟継承＝軍属範囲縮小は現政権で－日米防衛相


会談を前に握手する稲田朋美防衛相（左）とカーター米国防長官＝７日午前、東京都新宿区の防衛省（代表撮影）
　稲田朋美防衛相は７日午前、来日中のカーター米国防長官と防衛省で会談した。来年１月の米政権交代を控え、日米同盟の重要性を確認するとともに、トランプ新政権に継承することで一致。日米地位協定の対象となる軍属の範囲縮小については、現政権での合意を目指し、引き続き事務レベルで協議することになった。
　カーター氏は会談で「日米同盟はアジア地域周辺の要であり、これからも平和と安定を維持するためには絶対的なものだ」と指摘。稲田氏も会談後の共同記者発表で「日本、米国、アジア太平洋地域、世界にとって重要だ。次期政権下でも強化、深化していく」と語った。（時事通信2016/12/07-12:31）
米軍戦闘機、高知沖に墜落＝岩国基地所属－海兵隊
　７日午後６時４０分ごろ、米海兵隊岩国基地（山口県岩国市）所属のＦＡ１８戦闘攻撃機１機が高知県沖に墜落した。パイロットは緊急脱出したが、救出されたかを含め安否は不明。
　防衛省によると、ＦＡ１８が２機編隊で高知県土佐清水市沖約９０キロを飛行中、緊急脱出したとの連絡が入った。自衛隊の航空機７機と護衛艦など４隻などが捜索している。海兵隊は「定期訓練中に事故が起きた。原因は調査中」とコメントした。
　第５管区海上保安本部（神戸）によると、これまでに漁船への被害情報はない。海保も現場に巡視船を派遣した。
　山口県には７日午後７時半ごろ、中国四国防衛局から墜落したとの連絡が入った。
　米軍機をめぐっては、９月に海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機が沖縄本島沖に墜落する事故を起こしている。高知県では１９９４年に米軍機が墜落した。四国は米軍の低空飛行訓練の経路になっている。（時事通信2016/12/08-00:39）
トランプ氏との会談記録なし＝答弁書
　政府は６日の閣議で、安倍晋三首相が先月に行ったトランプ次期米大統領との会談について、「非公式なものであり、会談の記録は作成していない」とする答弁書を決定した。民進党の逢坂誠二氏の質問主意書に答えた。
「トランプ氏は普通だった」＝安倍首相発言、昭恵夫人明かす
　答弁書は、首相がトランプ氏に贈ったゴルフドライバーの代金について、首相が私費で支払ったと説明している。　（時事通信2016/12/06-23:21）
トランプ新大統領と初会談、１月２７日軸＝安倍首相意欲、日米同盟安定へ協議
　安倍晋三首相が来年１月、トランプ次期米大統領と新政権発足直後の２７日を軸に、初の首脳会談を行う方向で調整していることが分かった。ワシントンのホワイトハウスを首相が訪問する形を想定している。政府関係者が明らかにした。２０日の大統領就任式から１週間という異例のタイミングとなるが、日米同盟の安定に向け、突っ込んだ意見交換をしたい考えだ。
　首相は１１月１７日、トランプ氏の地元ニューヨークで同氏と会談した際、同盟強化について双方の理解を深めるため、改めて会談することを約束した。日本政府関係者によると、その後の日程調整で、首相側が就任早々の会談を希望した。ただ、トランプ氏側は新政権発足前から議会との調整など、内政に多忙を極めているとみられ、首相との会談日程も流動的な要素が残る。
　首脳会談が実現すれば、首相は中国の海洋進出や北朝鮮の核・ミサイル開発などアジア太平洋地域の厳しい安全保障環境について説明し、日米安保体制が地域の平和と繁栄に果たす役割を強調。トランプ氏が就任初日の離脱を明言している環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関しても、自由貿易体制の重要性を指摘するとみられる。
　２００９年１月のオバマ大統領就任時、ホワイトハウス訪問第１号となった当時の麻生太郎首相との会談は２月２４日に行われた。米政府が新大統領就任直後に外国首脳をホワイトハウスに迎えるのは異例と言える。
　安倍首相は今月２６日から米ハワイを訪問。オバマ大統領と「同盟強化の集大成」と位置付ける最後の会談を行い、２人で真珠湾を訪れる。日本側には、トランプ政権のアジア政策が不透明なことを念頭に、「政権交代前に日米の絆の強さをトランプ氏に伝える機会になる」（外務省幹部）と期待する声もある。　（時事通信2016/12/06-18:35）
韓国、武器販売３割増＝「新興生産国をけん引」－国際平和研
　【ロンドン時事】スウェーデンのストックホルム国際平和研究所（ＳＩＰＲＩ）は５日、２０１５年の「世界の武器製造企業上位１００社」を公表した。その中で韓国企業について、売上高の合計が前年比約３２％増と大きく伸び、「新興武器生産国の台頭をけん引している」と分析した。
　韓国はＬＩＧＮｅｘ１（５２位）など７社がランク入りし、売上高総額は７７億ドル（約８８００億円）。「軍事品の国内調達の増加と輸出売上高の上昇」が急増の主な要因。韓国企業が全体の売上高に占めるシェアも、日本やドイツを上回る２．１％に達した。
　ランキング上位は、前年に続く首位の米ロッキード・マーチンをはじめとする欧米企業が占めた。日本からは三菱重工業（２８位）や川崎重工業（３７位）など３社が入った。（時事通信2016/12/05-11:06）
民家上空でつり下げ訓練＝オスプレイ、防衛局に抗議－沖縄


沖縄県宜野座村の民家上空で米海兵隊の新型輸送機オスプレイが物資のつり下げ訓練をしたことについて、防衛省の中嶋浩一郎局長（右）に抗議する沖縄県の安慶田光男副知事＝７日午後、沖縄県庁
　沖縄県宜野座村の米軍キャンプ・ハンセン周辺の民家上空で、米海兵隊の新型輸送機オスプレイが物資をつり下げて飛行訓練していたことが分かった。県の安慶田光男副知事は７日、県庁に防衛省沖縄防衛局の中嶋浩一郎局長を呼び、危険な訓練だと指摘し、「許されるものではない」と強く抗議した。
　県によると、６日午後、キャンプハンセン近くの城原地区で、民家上空をオスプレイがワイヤで物資をつり下げて飛行しているのが目撃された。
　安慶田氏は、「万が一のことがあれば大変な事故につながりかねない」と厳しく批判。「（米側に）申し入れただけでは良くならない。本腰を入れて要求してほしい」と求めた。
　また、米軍北部訓練場（東村など）の返還に伴い建設が進められ、オスプレイの運用が想定される同村高江地区周辺のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）について、「高江もこうなるのかと想像するのに難しくない。基地負担の軽減にはつながらない」と話した。
　中嶋局長は「（米側に）避けて通るよう言っていた。（民家から）見えるところを飛んだのは良くない」と応じた。同局長は米軍側に抗議し、再発防止を申し入れた。
　日米合同委員会はオスプレイの運用について、可能な限り人口密集地域上空を避け、海上を飛行することで合意している。沖縄県内では１９６５年、物資投下訓練中に、パラシュートを取り付けた米軍のトレーラーが読谷村の民間地に落下し、小学５年の少女が死亡している。（時事通信2016/12/07-22:11）
ヘリパッド建設差し止め認めず＝住民の仮処分申請却下－那覇地裁


ヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設差し止めを求める仮処分申請が却下されたことに抗議する原告側の弁護団＝６日午後、那覇地裁前
　米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の建設差し止めを住民が求めた仮処分申請で、那覇地裁は６日、申し立てを却下する決定を出した。住民はヘリパッド完成で騒音被害が悪化すると訴えたが、森鍵一裁判長は「米軍機の運航開始で、違法な騒音や低周波音が発せられ、重大な健康被害が及ぼされるとは言い難い」と判断した。原告は即時抗告を検討する。
　北部訓練場をめぐっては、日米両政府が１９９６年、ほぼ半分（約４０００ヘクタール）の敷地を返還することで合意。返還しない同訓練場の別の場所に６カ所のヘリパッドを建設することが条件で、既に２カ所が完成。国は近く工事を終える見通しで、今月２２日に部分返還の式典が開催される。
　住民側は、集落を取り囲むようにヘリパッド建設工事が行われ、新型輸送機オスプレイなどの騒音で既に睡眠妨害などの被害が生じていると主張。残る４カ所の完成で「騒音が激化し、心身の健康を維持し、普通の生活を営むことができなくなる」と訴えていた。
　決定は「オスプレイが離着陸しても、国が実施した環境影響評価の合理性が失われることはない」とした。
　決定後、記者会見した弁護団の横田達事務局長は「ヘリパッド完成後は騒音を止める方法はない。裁判所が騒音被害の発生に手を貸した」と批判。住民の安次嶺雪音さん（４５）は「オスプレイが毎晩家の上を低空で飛び交い、ここには住めないと思った。声を聞いてもらえず心が折れた」と語った。（時事通信2016/12/06-19:48）
普天間返還、米新政権に要請を＝宜野湾市長
　菅義偉官房長官は７日、首相官邸で米軍普天間飛行場を抱える沖縄県宜野湾市の佐喜真淳市長と面会した。佐喜真氏は来年１月に発足する米国のトランプ新政権に対し、普天間の早期返還や基地負担に苦しむ地元の声を伝えるよう要請。菅長官は「地元の意見、思いを伝える努力をしたい」と応じた。　
　菅長官はこの後の記者会見で、「普天間飛行場の固定化は絶対に避けなければならない。これは政府と沖縄県の約束だ。機会があるごとに（米）新政権にしっかり訴えていきたい」と述べた。（時事通信2016/12/07-17:21）
真珠湾攻撃７５年で追悼式＝９日に初の日米共催
　太平洋戦争開戦の引き金となった旧日本軍による真珠湾攻撃から７５年となるのを機に、在ホノルル日本総領事館と米海軍は８日（日本時間９日）、米ハワイの真珠湾に浮かぶフォード島で追悼式典を共同開催する。日本政府関係者が７日、明らかにした。
　日米共催の式典は初めて。日本の国会議員や米軍関係者らが参加し、日米双方の犠牲者を慰霊する。安倍晋三首相とオバマ米大統領が今月下旬にそろって真珠湾を訪れるのに先立ち、日米和解を確認することになる。（時事通信2016/12/07-22:29）
安倍首相訪問「待ち望む」＝真珠湾攻撃７５年で声明－オバマ米大統領
　【ワシントン時事】オバマ米大統領は７日、旧日本軍による１９４１年１２月７日（日本時間８日）の真珠湾攻撃から７５年となるのに際して声明を出し、慰霊施設である沈没した戦艦アリゾナの記念館を「安倍晋三首相と一緒に訪問するのを待ち望んでいる」と述べた。大統領が今月下旬の首相の真珠湾訪問に言及したのは初めて。
　大統領はこの中で、「この歴史的な訪問は、米国と日本が７５年前には想像できなかった同盟で結ばれ、世界の平和と安全のために手を携えて働き続ける証しになる」と強調した。
　また、「真珠湾攻撃で２４００人以上の米国の愛国者が命を失った。妻ミシェルと私は本日、犠牲者の追憶と遺族らへの称賛に加わる」と追悼の意を表明した。
　大統領はこれに先立ち、政府機関や国民に対し、７日は半旗を掲げるよう要請した。
　一方、トランプ次期大統領も６日、ノースカロライナ州フェイエットビルの集会で「あすは真珠湾攻撃から７５年だ。偉大な軍服を身にまとった人々が尊い犠牲になった出来事の節目になる」と述べた。（時事通信2016/12/08-00:15）
「真珠湾」７５年で追悼声明＝安倍首相訪問には触れず－米大統領


６日、米ノースカロライナ州フェイエットビルで演説するトランプ次期大統領（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】オバマ米大統領は６日、旧日本軍による１９４１年１２月７日（日本時間８日）の真珠湾攻撃から７５年となるのを前に、犠牲者を追悼する声明を発表し、「自由と民主主義の名の下にささげられた犠牲は、決して無駄ではなかった」と強調した。また、政府機関や国民に対して、７日は半旗を掲げるよう要請した。
　オバマ大統領は声明で、真珠湾攻撃やノルマンディー上陸作戦など第２次大戦で犠牲になった米兵について、「自由のために戦い、ファシズムを打倒し、敵国を同盟国に変えた」と称賛した。
　大統領は２６、２７の両日、安倍晋三首相と共に真珠湾を訪問し、犠牲者の慰霊をする予定だが、声明ではこの訪問について触れなかった。
　一方、トランプ次期大統領も６日、ノースカロライナ州フェイエットビルの集会で「あすは真珠湾攻撃から７５年だ。偉大な軍服を身にまとった人々が尊い犠牲になった出来事の節目になる」と述べた。（時事通信2016/12/07-14:58）
安倍首相発言全文＝米真珠湾訪問
　安倍晋三首相が５日、今月下旬の米真珠湾訪問を発表した発言の全文は次の通り。
　今月２６、２７日、ハワイを訪問し、オバマ大統領と首脳会談を行う。この４年間、オバマ大統領とはあらゆる面で日米関係を発展させ、アジア太平洋地域、世界の平和と繁栄のためにともに汗を流してきた。
　先のオバマ大統領の広島訪問に際し、核なき世界に向けた大統領のメッセージは今も多くの日本人の胸に刻まれている。ハワイでの会談は、この４年間を総括し、未来に向けてさらなる同盟の強化の意義を世界に発信する機会にしたい。
　これまでの集大成となる最後の首脳会談となる。この際、オバマ大統領とともに真珠湾を訪問する。犠牲者の慰霊のための訪問だ。二度と戦争の惨禍を繰り返してはならない。未来に向けた決意を示したい。
　同時に、日米の和解の価値を発信する機会にもしたい。今や日米同盟は、世界の中の日米同盟として、ともに力を合わせて世界のさまざまな課題に取り組む希望の同盟となった。その価値、意義は、過去も現在も未来も変わらない。このことを確認する意義ある会談となると思う。
　－訪問を決断したのはいつか。
　昨年、戦後７０年を迎え、米議会で演説を行い、私の７０年を迎えての思い、考えについて発信したところだ。その中で、真珠湾を訪問することの意義、象徴性、和解の重要性について発信したいとずっと考えてきた。
　同時に、オバマ大統領との４年間を振り返る首脳会談も行うことができればと考えてきたが、先般の（ペルーの）リマでの短い会談で、１２月に会談を行おう、そしてその際に二人で真珠湾を訪問しようと確認し、合意をした。（時事通信2016/12/05-20:04）
中国メディアも詳報＝ネットでは「なぜ南京に来ない」－安倍首相の真珠湾訪問
　【北京時事】中国国営新華社通信（英語版）は５日、安倍晋三首相が米ハワイの真珠湾を訪問することを詳しく伝えた。オバマ米大統領が５月に米大統領として初めて被爆地・広島を訪問したと指摘した上で、「安倍首相が真珠湾訪問を決断したのは、トランプ次期政権でも日米同盟を強化する狙いがある」との見方を伝えた。
　一方、中国のインターネットでは「なぜ（中国の）南京を訪れ、大虐殺の犠牲者を弔わないのか」などと南京事件と関連付け、安倍首相の対応の違いを批判する書き込みが目立っている。（時事通信2016/12/06-00:43）
「歴史的和解」「同盟誇示」＝安倍首相の真珠湾訪問－韓国紙
　【ソウル時事】６日付の韓国各紙は、安倍晋三首相の米ハワイ・真珠湾訪問発表について「歴史的和解」「米日同盟誇示」などと詳しく報じ、高い関心を示した。
　ソウル新聞は「第２次大戦で激しい戦いを繰り広げた両国の歴史的和解を象徴している」と伝え、「安倍首相は戦後史に区切りを付け、米日同盟関係をさらに高い段階に引き上げる主役となる」と指摘した。さらに、トランプ次期米大統領も安倍首相の真珠湾訪問を求めており、次期政権との円滑な関係を望む日本側の意向も込められていると分析した。
　ハンギョレ新聞は、安倍首相とトランプ氏のニューヨークでの会談にオバマ大統領が不快感を示したという報道を引用、「真珠湾訪問はオバマ大統領への最後の外交的な贈り物になる」と伝えた。ただ、韓国日報などは「国内の保守勢力の反発を考慮し、踏み込んだ謝罪はしない可能性が大きい」と報じている。（時事通信2016/12/06-09:27）
「国民は温かく受け入れる」＝安倍首相の真珠湾訪問－米報道官


真珠湾攻撃で沈没した戦艦アリゾナの真上にある「アリゾナ記念館」＝２０１１年１２月、米ハワイ州（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】アーネスト米大統領報道官は５日の記者会見で、安倍晋三首相が今月末にハワイの真珠湾を訪問すると発表したことについて「ほとんどの米国民は温かく受け入れるだろう」と述べた。また、オバマ大統領と安倍首相が真珠湾でそれぞれ所感を述べる見通しだと語った。
　５月のオバマ大統領の広島訪問で「米大統領と日本の首相が立ち並んだ姿には心を動かされた」と振り返った。真珠湾のアリゾナ記念館で２人が並んで立つ姿は「同じように心を動かされるだろう」と期待している。
　その上で「（首相訪問に）感情を害する人もいるかもしれないが、多くの人が個人的な敵意を脇に置いてくれると信じている」と強調。それは「安倍首相の言葉に満足するからでなく、この機会が米国にとって非常に大切だと認識しているからだ」と訴えた。（時事通信2016/12/06-09:26）
首相訪問に反応さまざま＝戦争責任明示の解釈も－「真珠湾」で日系人・元米兵捕虜


１９４１年１２月、日本海軍の空母艦載機による真珠湾攻撃で炎上する米太平洋艦隊の艦艇（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン、ロサンゼルス時事】安倍晋三首相の米ハワイ真珠湾訪問発表を受け、米国内の日系人や元米兵捕虜ら関係者は５日、一様に歓迎の意を表明した。７５年前の旧日本軍の真珠湾攻撃をめぐるわだかまりの解消へ「幕を引く」と評価する声がある一方で、首相の訪問は「日本の戦争責任を明示するもの」といった解釈も聞かれた。
　◇「謝罪は不要」
　戦時中に日系人強制収容を経験したノーマン・ミネタ元運輸長官（８５）は「安倍首相の真珠湾訪問は１９４１年１２月７日（日本時間同８日）に起きた日本軍の真珠湾攻撃（をめぐり、わだかまりが続いた歴史）に幕を引くことになる」と述べた。首相が訪問先で述べる所感については「オバマ大統領は広島を訪問した際、原爆投下を謝罪しなかった。（首相による）謝罪は必要条件ではないと思う」と語った。
　４２年にフィリピン・バターン半島で米兵捕虜ら多数が死亡した「バターン死の行進」の生存者らが運営する「全米バターン・コレヒドール防衛兵記念協会」のジャン・トンプソン代表（５８）は「首相の訪問を心から歓迎する。日本との戦争は永続的な教訓を次世代に与えている」と話した。一方で「首相の訪問は、元米兵捕虜が長年求め続けてきた日本の戦争責任を明示するものだ」とも指摘した。
　◇「良いことだが、遅すぎた」
　真珠湾攻撃で沈没した米戦艦アリゾナの元乗組員ドナルド・ストラットンさん（９４）＝コロラド州＝の息子、ランディ・ストラットンさん（６２）は「日本の首相が犠牲者を弔うのは良いことだが、遅過ぎた。父親は真珠湾攻撃の記憶がよみがえるのを嫌がり、日本人と会うことを避けている。安倍首相にも会いたくないだろう」と複雑な心境を語った。
　安倍首相が２７日に訪問を予定している戦艦アリゾナ記念館の広報担当者、パトリシア・ブラウンさんは取材に対し、「オバマ大統領と安倍首相が２人で訪問することは大変素晴らしい。けさ知ったばかりで、今は（７日の）追悼式典の準備で手いっぱいだ」と話した。（時事通信2016/12/06-14:33）
米主要紙「象徴的」「画期的」＝安倍首相の真珠湾訪問
　安倍晋三首相が５日、米ハワイの真珠湾を訪問すると発表したことは、米主要紙なども大きく伝えた。
「歴史的和解」「同盟誇示」＝安倍首相の真珠湾訪問－韓国紙
　米紙ニューヨーク・タイムズ（電子版）は、５月に被爆地・広島を訪れたオバマ大統領への返礼となる「象徴的な訪問」と報道。「画期的な訪問」の見出しを立てたワシントン・ポスト紙（電子版）は、首相の訪問は「歴史修正主義的な見解を促進する政権内の保守勢力を怒らせるだろう」と分析した。
　ロイター通信は「安倍首相がオバマ大統領との首脳会談のためにハワイを訪問し、日本の真珠湾攻撃の犠牲者を追悼する」と報道。フランスのＡＦＰ通信も「安倍首相が真珠湾を訪れる最初の日本の首相となる」と伝えた。
　韓国の聯合ニュースは、オバマ大統領の広島訪問時、共和党候補だったトランプ次期大統領が「（真珠湾攻撃で）数千人の米国人が命を失った」と批判したことにも触れた。（時事通信2016/12/06-00:24）
安倍首相の真珠湾訪問、与党は歓迎＝「謝罪はしない」の見方も
　安倍晋三首相の今月下旬の真珠湾訪問について、与党からは歓迎する声が相次いだ。自民党の保守系議員も「騒ぐことはない」「いいことだ」などとおおむね理解を示した。一方、首相に近い党幹部の一人は、真珠湾攻撃の加害責任に関し「首相は謝罪はしない」との見方を示した。
　自民党の河村建夫元官房長官は５日夜、東京都内で記者団に対し、「一つの大きなタイミングだ。首相が言う『戦後の総決算』という感じがする」と評価。「オバマ米大統領が広島を訪れたということもあると思う」と述べ、大統領の被爆地訪問への答礼の意味合いもあるとの認識を示した。
　公明党の大口善徳国対委員長は記者団に「米国民の心情に寄り添う姿を示すことは大事だ」と語った。（時事通信2016/12/06-00:25）
真珠湾訪問、謝罪でない＝閣僚は安倍首相の決断評価－菅官房長官
　菅義偉官房長官は６日午前の記者会見で、安倍晋三首相が今月下旬に米ハワイの真珠湾をオバマ大統領と訪問することについて、「戦没者の慰霊のためで、謝罪のためではない」と強調した。首脳会談に関しては２７日（日本時間２８日）に行うと明らかにした。
　各閣僚の閣議後の記者会見では、首相の決断を評価する声が相次いだ。
　岸田文雄外相は「（首相の訪問は）二度と戦禍を繰り返してはならないという未来に向けた強い意志や、強い日米同盟のありようを示すものだ」と述べた。
　山本幸三地方創生担当相も「本当の意味で大戦の処理が終わることになる。トランプ政権の誕生に当たり、日米の和解、絆の強さを世界に示すことは非常に意義がある」と語った。
　麻生太郎副総理兼財務相は「日米関係で、広島と真珠湾の話は、第２次世界大戦に関する一番の象徴的なことだから、首相と大統領が相互訪問するということだろう」と説明した。（時事通信2016/12/06-11:53）
真珠湾訪問、米新政権にらむ＝安倍首相、同盟強化の継承促す


カーター米国防長官（左）の表敬を受け、握手する安倍晋三首相＝６日午後、首相官邸
　安倍晋三首相は今月下旬の真珠湾訪問を、オバマ米大統領と取り組んできた同盟強化の「総決算」（外務省幹部）と位置付け、来年１月に就任するトランプ次期大統領に「継承してもらう」（同）考えだ。トランプ氏就任から１週間後となる１月２７日の首脳会談も調整しており、歴史的訪問をてこに同盟関係の重要性への理解を促す。
　真珠湾訪問の意向を明かして一夜明けた６日、首相はカーター米国防長官と首相官邸で会談。訪問の目的を「犠牲者の慰霊」と説明し、「二度と戦争の惨禍を繰り返さないという未来に向けての強い意志と決意を、世界に向けて発信したい」と伝えた。カーター氏も「オバマ大統領をはじめ、われわれは非常に喜んでいる」と歓迎した。
　首相はオバマ政権との間で、同盟強化に腐心してきた。集団的自衛権行使を可能にした安全保障法制整備により、日米防衛協力の水準を引き上げた。中国の強引な海洋進出や北朝鮮の核・ミサイル開発に歯止めをかけるには、アジア太平洋地域に確固たる日米同盟が不可欠との信念からだ。
　だが、トランプ氏は先の大統領選で、日本が在日米軍駐留経費の負担増に応じなければ撤収も辞さない姿勢を示すなど、同盟軽視とも取れる発言を繰り返してきた。首相は当選直後の１１月１７日にトランプ氏と会談し、「まさに信頼できる指導者」と称賛したが、新政権の外交政策は依然、不透明で、不安が解消されたわけではない。
　こうした中、首相は真珠湾への歴史的訪問を果たすことで、時の政権の外交政策に左右されない普遍的な「日米の絆」を内外に示したい考え。政府関係者は「トランプ支持者を含め、米国全体へのメッセージになる。高い発射台から次期政権との関係をスタートできる」と狙いを話す。
　先の大戦で戦火を交えた米国との和解を一段と進めることで、日本の戦争責任を繰り返し追及してきた中韓両国をけん制する意図も透けて見える。「世界の多くは歓迎する。『もっと反省しろ』と言うのは少数だ」。外務省幹部は、「歴史カード」に固執する中韓が国際社会で「異端視」されることに期待を示した。　（時事通信2016/12/06-19:57）
安倍首相、真珠湾訪問へ＝歴代初「未来に不戦の決意」－２６日から、オバマ氏と慰霊


米ハワイの真珠湾をオバマ大統領と訪問することについて話す安倍晋三首相＝５日夜、首相官邸
　安倍晋三首相は５日、今月２６、２７両日の日程で米ハワイを訪れ、第２次世界大戦で日米開戦の舞台となったホノルル市の真珠湾を訪問すると発表した。日本の現職首相が真珠湾を訪れるのは初めて。オバマ米大統領とともに犠牲者を慰霊し、併せて最後となる首脳会談も行う。首相は「二度と戦争の惨禍を繰り返してはならないという未来に向けた決意を示したい」と訪問の意義を訴えた。首相官邸で記者団に語った。
　オバマ氏は今年５月、現職の米大統領として初めて、米国が原子爆弾を投下した広島市を訪問している。旧日本海軍が奇襲攻撃を行った真珠湾を日本の首相が訪れることは、その返礼の意味合いがあるとみられる。首相とオバマ大統領は２７日に奇襲攻撃で沈んだ戦艦アリゾナの記念館を訪問する方向だ。岸田文雄外相が首相に同行する。
　首相は真珠湾訪問について「犠牲者の慰霊のための訪問だ」と説明し、「日米の和解の価値を発信する機会にもしたい」と表明。日米の戦後に終止符を打つとともに、同盟深化を内外にアピールする狙いを強調した。
　昨年４月に米議会上下両院合同会議で戦後７０年の節目を踏まえて演説したことにも触れ、「（それ以降）真珠湾を訪問することの意義、象徴性、和解の重要性について発信したいとずっと考えてきた」と説明。１１月にペルーでオバマ大統領と立ち話した際、最終的に決まったと明かした。
　首相はオバマ大統領との会談を「これまでの集大成」と位置付け、「この４年間、あらゆる面で日米関係を発展させ、アジア太平洋地域や世界の平和と繁栄のためともに汗を流してきた」と指摘。先の広島訪問に関し、「核なき世界に向けた大統領のメッセージは、今も多くの日本人の胸に刻まれている」とも述べた。
　真珠湾攻撃は１９４１年１２月８日（日本時間）に行われ、米側に多数の犠牲者が出た。今年は７５周年の節目で、日本政府はオバマ大統領の広島訪問と並行して、水面下で米政府と調整していた。（時事通信2016/12/05-23:30）
ホワイトハウス、日米が「和解の力示す」＝安倍首相の真珠湾訪問


真珠湾攻撃で沈没した戦艦アリゾナの残骸の真上にある「アリゾナ記念館」＝２０１５年８月、米ハワイ州ホノルル市の真珠湾
　【ワシントン時事】米ホワイトハウスは５日、安倍晋三首相のハワイ・真珠湾訪問について声明を出し、「（オバマ大統領と首相は）共通の利益や価値で結び付いて、かつての敵を最も緊密な同盟国にした和解の力を示す」と述べた。旧日本軍による真珠湾攻撃から７５年の節目を迎えることから、全ての関係者が歓迎しているとみられる。
　ホワイトハウスによると、オバマ大統領は２７日、安倍首相に同行し、真珠湾にある慰霊施設のアリゾナ記念館を訪問する。声明は「（首相との）会談は、日米同盟の強化に向けた過去４年間の努力を振り返る機会となる」と述べた。
　安倍首相による真珠湾訪問案は、オバマ大統領が５月に被爆地・広島を米大統領として初めて訪問した際、日米の当局者間で浮上していた。オバマ氏は毎年１２月下旬に冬休みをハワイで過ごしており、この時期に照準を合わせて首相訪問を水面下で調整していた可能性がある。
　ハワイでは今月７日（日本時間８日）、真珠湾攻撃から７５年になるのに合わせて式典が行われる。米メディアによると、ハワイ選出の日系議員らがオバマ、安倍両氏に式典への招待状を送っていた。真珠湾攻撃で米側は約２３００人が犠牲になった。
　米国内では現在、第２次世界大戦をめぐる反日感情が目立った形では表面化していない。安倍首相が戦後７０年の２０１５年４月に米議会で行った演説も肯定的に受け止められており、真珠湾訪問で謝罪を求める動きが広がることはないとみられる。（時事通信2016/12/05-22:35）
日米和解、未来志向でアピール＝同盟の意義再確認へ－安倍首相
　安倍晋三首相はオバマ米大統領とともに行う真珠湾訪問で、日米和解を内外にアピールし、戦後に区切りを付けたい考えだ。オバマ氏による５月の広島訪問と併せ、日米の指導者が未来志向で平和を誓う舞台として周到に準備を進めてきた。来年１月のトランプ次期政権への交代を前に、日米同盟の意義を再確認する狙いもある。
　「この４年間を総括する場をつくろう」。首相は１１月中旬のペルー・リマで行ったオバマ氏との短時間の立ち話で、こう呼び掛け、ハワイでの首脳会談を提案。オバマ氏は快諾した。
　関係者によると、オバマ氏は５月に来日して首相と会談した際、真珠湾攻撃のあった１２月８日の訪問を打診した。しかし、日本側は「謝罪色が強くなりすぎる恐れがある」（政府関係者）との理由で、同月下旬にずらせた。
　オバマ氏の被爆地・広島訪問では、日本は原爆投下への「謝罪」を求めず、未来志向を演出することに心を砕いた。これと同様に、首相は自身の真珠湾訪問でも未来志向を重視した。
　首相は昨年４月の訪米時に議会で演説し、真珠湾や太平洋戦争の激戦地に触れながら、「悔悟」の気持ちを表明。同年８月に発表した戦後７０年談話でも「私たちの子や孫に、謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない」と、戦後に終止符を打つ必要性を強調していた。
　首相はその当時からハワイ訪問の構想を温めてきた。首相は５日夜、「真珠湾を訪問する意義、象徴性、和解の重要性について発信したいとずっと考えてきた」と記者団に明かした。
　一方、トランプ次期大統領は選挙戦で、在日米軍駐留経費を日本が全額負担しない場合の米軍撤退や日本の核武装に言及したことから、日米同盟の先行きを不安視する向きもある。
　「日米同盟の価値は、過去も現在も未来も変わらない。このことを確認する意義ある会談になる」。首相はオバマ氏とハワイで行う首脳会談をこう位置付け、次期政権との間でも「希望の同盟」として堅持していきたいとの考えをにじませた。　（時事通信2016/12/05-22:33）
安倍首相「カジノで投資、雇用効果」＝蓮舫氏は批判－党首討論
　安倍晋三首相（自民党総裁）と民進党の蓮舫代表らによる党首討論が７日、行われた。首相はカジノを中心とした統合型リゾート（ＩＲ）推進法案が経済成長に資するかどうかについて「（ＩＲ整備は）投資があり、雇用にもつながる」と述べ、意義を強調した。


党首討論で発言する安倍晋三首相（写真左）と民進党の蓮舫代表＝７日午後、国会内
　党首討論は５月以来で、今国会では初開催。党代表就任後初めて参加した蓮舫氏は、カジノ法案を取り上げ、ギャンブル依存症などの懸念があると指摘。「なぜ成長産業なのか」と問いただした。
　これに対し、首相は依存症増加やマネーロンダリング（資金洗浄）などについて「懸念があるのは事実だ」と認めた。その上で、カジノ法案成立後に政府が提出する「実施法案」で具体的な対策を講じる考えを示した。（時事通信2016/12/07-17:46）
野党共闘加速で一致＝共由社
　共産党の志位和夫委員長、自由党の小沢一郎代表、社民党の吉田忠智党首は７日夜、東京都内の料理店で会談した。民進党も含めた４野党による次期衆院選の共闘を加速させる方針で一致し、候補者一本化などの調整を急ぐことを確認した。
　会談には３党の幹事長・書記局長も同席。３党推薦候補が勝利した新潟県知事選の慰労会を名目に集まった。（時事通信2016/12/07-23:13）
自民、９日成立の構え＝参院内閣委で８日の採決提案－カジノ法案


参院本会議でカジノを中心とした統合型リゾート（ＩＲ）推進法案が審議入りし、趣旨説明する自民党の細田博之総務会長＝７日午前、国会内
　カジノを中心とした統合型リゾート（ＩＲ）推進法案が、７日午前の参院本会議で審議入りした。法案提出者代表の細田博之自民党総務会長は、早期成立を訴えた。同党は早ければ９日にも成立させたい考えだ。
　同法案が付託される参院内閣委員会は７日午後の理事懇談会で、８日に実質審議入りすることで合意。自民党は同日の採決を提案したが、民進党などは採決の環境は整っていないと反対した。引き続き協議する。
　７日の本会議質疑では、自民党と日本維新の会が賛成の立場から、民進、共産両党が反対の立場からそれぞれ質疑に臨み、提出者の自民、維新両党議員が答弁した。衆院採決を自主投票とした公明党は質問を見送った。
　細田氏は、カジノを推進する議員連盟に超党派の議員が参加していたことに触れた上で、「このような過程を踏まえれば、速やかに可決いただきたい」と要請した。民進党の小西洋之氏への答弁。
　日本にＩＲを誘致する意義については「税負担なき経済対策、２０２０年東京五輪・パラリンピック前後の切れ目のない国際観光政策として位置付けられる」と語った。自民党の上月良祐氏への答弁。
　提出者の岩屋毅自民党衆院議員は「この法案の成立により（直ちに）カジノが合法化されるわけではない」と述べ、政府が策定する実施法により合法化されることを指摘した。
　共産党の田村智子氏がギャンブル依存症対策の具体例の提示を求めたのに対し、維新の小沢鋭仁衆院議員は「地方公共団体や関係機関と連携しながら、きめ細やかな対策を講じることが必要」と答えるにとどめた。（時事通信2016/12/07-13:23）
カジノ法案、週内成立で攻防＝８日の採決、民進拒否
　カジノを中心とする統合型リゾート（ＩＲ）推進法案は７日、参院本会議で審議入りした。自民党は９日の本会議で成立させたい考えで、法案が付託された内閣委員会で８日の採決を提案したが、十分な審議を求める民進党は拒否。同党が委員長ポストを握っていることを踏まえ、８日の委員会採決は困難との見方も出ている。
　自民党は７日、内閣委理事懇談会で８日採決に同意が得られなかったことを受け、民進党と参院国対委員長会談を開催。採決日程をめぐり協議したが、折り合わなかった。
　自民党は８日の内閣委で、衆院並みの６時間程度の審議時間を確保した上で採決に持ち込みたい意向。これに対し、民進党は同日の審議に加えて、定例日外の９日以降の参考人質疑も求めている。（時事通信2016/12/07-20:23）
カジノ法案、十分審議を＝山口公明代表
　公明党の山口那津男代表は７日のインターネット番組で、カジノを合法化する統合型リゾート（ＩＲ）推進法案の国会審議について「やや不十分だ。依存症だけでなく、カジノ（解禁）の社会的影響、国民の受け止めなど、もっと幅広い議論があってもいい」と述べ、十分な審議を求めた。
　山口氏は衆院内閣委員会が約６時間の審議で採決に踏み切ったことに触れ、「短い。そう思っている方は多い。参院審議では、議論の在り方を含め考える必要がある」とも語った。公明党は参院採決にも自主投票で臨むが、自身の賛否は明らかにしなかった。（時事通信2016/12/07-20:34）
カジノ法案が衆院通過＝自・維が賛成、公明は自主投票
　カジノを中心とした統合型リゾート（ＩＲ）推進法案は６日午後の衆院本会議で、自民党と日本維新の会などの賛成多数で可決、参院に送付された。政府は、カジノを含むＩＲ整備を成長戦略の一つに位置付けており、自民党は１４日までの延長国会会期内の成立を目指している。
　同法案は、自民党が旧維新の党などと共同で、２０１５年の通常国会に提出した。カジノやホテル、会議場などが一体化した複合施設の整備を政府に促す内容。法施行後１年以内をめどに、政府が必要な法制上の措置を講じなければならないことも明記している。
　公明党には、ギャンブル依存症への懸念などから同法案に根強い慎重論がある。採決には自主投票で臨み、与党内の対応が分かれた。
　民進党は、採決時に本会議場を退席し棄権、自由、社民両党も同調した。共産党は出席して反対した。（時事通信2016/12/06-13:29）
高齢者医療、負担増に反対＝公明幹部
　患者の自己負担額の上限を定めた「高額療養費制度」をめぐり、公明党の石田祝稔政調会長は７日の記者会見で、外来受診で支払う窓口負担の上限を現状の約２倍に引き上げる厚生労働省案に反対する考えを明言した。石田氏は「そのままこの案をのむことはあり得ない。現状の月１万２０００円で決着できればいいと思う」と述べた。（時事通信2016/12/07-17:37）
カジノ法案に異論相次ぐ＝付帯決議を検討－参院自民
　参院自民党は５日、国会内で政策審議会の勉強会を開き、カジノを中心とする統合型リゾート（ＩＲ）推進法案について議論した。出席者からはギャンブル依存症やマネーロンダリング（資金洗浄）への対策が不十分だとして異論が相次いだ。このため、幹部は参院独自の付帯決議を検討する考えを明らかにした。
　勉強会では、「乱暴なことをしたら衆院選や参院選に良くない」と手続き面を懸念する指摘もあった。「地域振興の起爆剤になる」などの賛成意見は少数だった。（時事通信2016/12/05-21:24）
賭博禁止「日本の伝統」＝共産・小池書記局長
　共産党の小池晃書記局長は５日の記者会見で、カジノを中心とする統合型リゾート（ＩＲ）推進法案に関し、「６８９年、持統天皇のすごろく禁止令以来、賭博禁止は日本の伝統だ。わずか５時間３３分（の審議）で覆す。こんなことを認めたら国会の自殺行為だ」と述べ、成立を急ぐ自民党などを批判した。
　同法案を推進する日本維新の会に関しては「カジノ、万博を誘致するために何でも自民党のお先棒をかついでいく態度だ」と語った。（時事通信2016/12/05-20:36）
消えぬ「１月解散」説＝安倍首相の過密外交で日程は窮屈
年末年始の安倍晋三首相の外交日程が立て込んできた。これに伴い、与党内では来年１月召集の通常国会冒頭での衆院解散は困難ではないかとの見方が出ている。ただ、外交の成果を掲げて解散に踏み切るとの臆測も依然として消えていない。
　「年内には（解散は）ない」。自民党の二階俊博幹事長は７日、大阪市内での講演でこう断言。ただ、年明け以降については「『今がチャンスだ』と一生懸命、耳元でささやく人もいる」などと言葉を濁した。
　首相は今月２６、２７両日に米ハワイの真珠湾を訪問。来年１月中旬にはオーストラリアやベトナムなどを歴訪するほか、同２７日を軸に訪米してトランプ新大統領と会談する方向で調整している。同下旬に召集されるとみられる通常国会では、２０１７年度予算案に先立ち１６年度第３次補正予算案の処理が見込まれ、自民党ベテランは「１月解散は日程上きつい」と指摘する。
　１８年１２月の衆院議員任期満了まで残り２年。公明党は、来年夏の東京都議選を国政選挙並みに重視しており、衆院選と日程が接近するのは避けたいのが本音だ。
　また、衆院議員選挙区画定審議会（区割り審）は来年５月２７日を期限として、首相に小選挙区を「０増６減」する新たな区割り案を勧告する。政府・与党が勧告に基づく公職選挙法改正案を通常国会で成立させた後、新たな区割りが施行されるには１カ月程度の周知期間が必要とされる。このため自民党内では解散のタイミングについて「１月を逃せば、次は来年秋ではないか」（幹部）との見方が強い。
　ただ、「０増６減」に関しては、対象県には自民党現職が多く、定数減を受けた党内調整の結果、選挙区から立候補できなくなる可能性がある。このため同党内では、区割り変更前の衆院選を期待する向きがある。
　与野党で「１月解散」説はもっぱら、今月１５日の首相とロシアのプーチン大統領による会談とセットで語られていた。北方領土問題で成果を挙げて、国民に信を問うとの考え方だ。首相はここにきて、日ロ首脳会談への期待値を下げる一方、真珠湾訪問によって「戦後」に区切りを付ける意向を表明した。自民党内では「真珠湾で解散だ」（中堅）との声が出始めた。
　民進党は早期解散への警戒を解いていない。共産党との競合区が増える中、野党共闘が整っていないタイミングを首相が狙うのではないかと考えているためだ。民進党幹部は７日、「解散は早い」との認識を示した。　（時事通信2016/12/07-21:28）
年明け解散に言及＝３次補正の編成後－古屋自民選対委員長
　自民党の古屋圭司選対委員長は７日、滋賀県東近江市で講演し、年明けに２０１６年度第３次補正予算案を編成してから衆院解散・総選挙が行われる可能性に言及した。
　古屋氏は「１月は必ず通常国会が開かれる。その時に、例えば３次補正予算案を組んで解散ということだってあり得る」と述べた。
　古屋氏はこの後の記者会見で、海部内閣が１９８９年度の補正予算案編成後、９０年１月に衆院を解散、同年２月に総選挙を実施した例を紹介。その上で「そういうことがあり得るとしっかり想定しながら、いろいろ（日程を）組んでいくことが大切だ」と語った。　（時事通信2016/12/08-00:15）
見直し方針策定へ議論開始＝衆院区割り審
　衆院選挙区画定審議会（区割り審、会長・小早川光郎成蹊大客員教授）が５日開かれ、見直し方針策定に向けた議論に着手した。年内に方針を取りまとめ、年明けから具体的な区割り作業に入る。
　見直し方針は、区割り改定の具体的なルールを列挙したもの。既に聴取した都道府県知事らの意見を踏まえ、選挙区内の自治体分割を避けることなどが盛り込まれる見通しだ。
　見直し対象は２０都道府県の約１００選挙区に上るとみられる。小早川会長は記者会見で、「作業量は大変大きいが、できるだけ早くやっていきたい」と語り、来年５月２７日の勧告期限を見据え、作業を加速する考えを示した。　（時事通信2016/12/05-16:41）
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